
 

 
 

に示すように、低水路のうち水面上に現れる箇所は

水分を多く含むので、植生群落が形成されてその流

速低減効果によって土砂堆積が進む、あるいは樹林

が形成されることが多く、短期間（早ければ3～5年

程度）で河積が減少してしまう。植物の影響による

土砂堆積は、大量に通過する細粒土砂をトラップし

てしまうことから、上下流バランスに関係なく掘削

区間全体で同時進行することが多い。 

 これを回避する設計手法の１つとして、植物が生

え、かつ冠水頻度が大きい高さを、掘削であまり広

く作らないことが考えられる。写真-1は、この考え

方で掘削を行った箇所の経年変化を示したものであ

る。ここでは、掘削箇所が生態系にとって重要なエ

コトーン（陸域と水域の遷移領域）となるよう、平

水位より15cm低く掘削面が設定されている。掘削後

3年程度で、多様性に富む環境が形成されたものの、

平水位-15cmに設定した掘削面に広くヤナギ林が形

成されて河積が減少してしまった。原因を考察する

と、当該河川ではヤナギの種子散布期である初夏の

水位が農業取水等による水位低下期と重なり、ヤナ

ギが活着してしまい冬期に長期間冠水しても枯死せ

ず樹林が形成されるに至っている。他河川では、季

節変動は限られているものの、流域の降雪量の年変

動等による水位の年変動が大きく、樹林化した例も

あった。今後、この設計方法を確立したものとして

提案していくためには、水位の季節変化や経年変化

等の位況との関係からどのように設定していくべき

か、更に検討する必要がある。 

 もう1つの設計手法として、図-1中の④にあるよう

に、洪水時に植生ごと堆積土が消失して河岸再形成

プロセスがリセットされる外力が確保されるよう、

低水路の拡幅を一定程度制限することが考えられる。

そこで、近年、整備計画流量相当の出水が発生した

３河川の植生の破壊状況について調査を行った。そ

の結果、植生の破壊は、湾曲部内岸にある固定砂州

上（写真-2(パターンa)）や直線区間に形成されてい

る砂州の外縁部（写真-2(パターンb)）で発生してい

るということがわかった。次に、これらの植生破壊

が河道計画で通常使用している準2次元不等流計算

結果から植生が消失した箇所の摩擦速度を算出し、

河床材料が動く限界摩擦速度と比較した（図-2）。

これを見ると、植生の破壊は摩擦速度が比較的大き

い箇所で発生しているとは言えるものの、限界摩擦

速度以下の箇所でも発生している。これらは、主に

パターンbの破壊形態であった。この破壊パターンb

を設計に考慮できないか、低水路拡幅と砂州の移動・

変形頻度との関係について現在数値実験による分析

を進めている。 
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写真-1 平水位以下で掘削した河道の様子 

 

写真-2 Seg.2区間の出水による植生破壊の様子 

 

図-2 Seg.2区間の植生破壊箇所での摩擦速度 
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１．気候変動による海面水位の上昇 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）による第

５次評価報告書では、既に全世界の平均海面水位は

上昇しており、今後も上昇が続くとの予測が報告さ

れている。2019年に公表された「変化する気候下で

の海洋・雪氷圏に関するIPCC特別報告書（SROCC）」

では21世紀末（2081-2100年）における全世界の平均

海面水位は、最も厳しいRCP8.5シナリオで、0.71m

（0.51-0.92m）上昇すると予測されている。 

海面水位の上昇が海岸に及ぼす影響の１つとして、

汀線の内陸への後退が挙げられ、多くの砂浜が消失

することが懸念されている。そのため、海岸管理者

が所管海岸における対策の必要性を検討する際に活

用可能な手法として、当室では海面水位の上昇によ

る汀線変化の簡便な推定手法の研究を進めている。 

２．海面水位の上昇が引き起こす砂浜侵食 

海面水位が上昇した場合の汀線後退量は、単純に

水位の上昇量に砂浜の勾配を掛け合わせるだけでは

予測できない。砂浜には平衡断面形状があり、この

形状を保つような地形変化も起こることで、より大

きく汀線が後退するためである（図-1）。 

 

図-1 海面水位の上昇による地形変化の模式図 

  

この法則はBruun則と呼ばれ、海面上昇による砂浜

の汀線変化の予測手法として世界中で広く活用され

てきたが、岸沖方向の断面内の土砂量が変化しない

という前提が、我が国の砂浜の実態に即さないとさ

れ、実務レベルではあまり活用されてこなかった。  

しかし最近では、沿岸漂砂や養浜等による土砂量

の変化を考慮できるモデル（以下、修正Bruun則）も

提案されていることから、このモデルによる予測結

果を実際に現地で観測された地形変化と照らし合わ

せることで、日本の海岸における適用性を検証した。 

３．相対的な海面水位を経験した海岸に着目 

我が国には地殻変動や地盤沈下によって地盤高が

低下することで、海面水位の相対的な上昇を経験し

ている海岸が存在する（図-2）。それらの中から過

去の深浅測量の実施状況も考慮して5海岸（胆振海岸、

新潟海岸、九十九里海岸、富士海岸、駿河海岸）を

選定した。最も地盤高の低下速度が大きかったのは

九十九里海岸の15.0 mm/年であり、これまでに観測

されている平均海面水位の上昇量の全球平均3.6 

mm/年よりもはるかに大きかった。 

 
図-2 海岸近傍における地殻変動量 

 

5海岸における2時期の深浅測量成果から断面内の

土砂量変化を求め、同じ期間に近傍で観測された地
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盤沈下量を海面水位の相対的な上昇量とみなして上

述の修正Bruun則に代入して、2時期間（6～42年間）

の汀線後退量を算定した。実測ではほとんど汀線変

化がないにも関わらず、汀線が後退すると算定され

た測線もあったが、離岸堤や突堤等の海中の構造物

が存在しない測線では実測値に近い算定結果が得ら

れた（図-3）。適用にあたって注意が必要な海岸条

件もあるものの、膨大な海岸線の中から要対策海岸

を抽出する段階で活用するうえでは十分な精度を有

すると考えられた。 

 

図-3 汀線変化速度の算定結果と実測値 

 

４．侵食海岸における海面水位の上昇の影響度 

修正Bruun則による算定結果をもとに、5海岸にお

いて過去に観測された汀線変化を岸沖方向の断面内

の土砂量変化によるものと、海面水位の相対的な上

昇によるものとに分解したところ、九十九里海岸以

外の4海岸では、ほとんどの測線における汀線変化は

土砂量変化による影響が卓越していた（図-4）。 

 

図-4 土砂量変化と海面上昇による汀線変化 

この結果は、将来予測される海面水位の上昇を考

慮した場合でも、各海岸で優先的に対策を実施すべ

き箇所は、土砂収支の不均衡が生じている箇所であ

ることを意味する。侵食海岸においては、現在の侵

食対策を着実に進めていくことが重要であり、その

上で、海面水位の上昇によって新たに必要な浜幅が

確保されなくなる砂浜を見落とさないよう、修正

Bruun則のような簡便な手法によって広域での概略

調査を実施することが求められる。 

５．長大な海岸における汀線変化予測 

海岸内に堆積域と侵食域が混在する長大な海岸に

おける修正Bruun則の適用性を確認するため、南九十

九里海岸（片貝漁港～太東漁港）に着目し、1977年

から2015年までの38年間に観測された汀線変化の再

現も試行した。計算対象の10区域のうち両端部を除

く8区域の汀線後退量は実測では平均31.0 mであっ

たのに対して、予測値は平均10.0 mにとどまり、砂

浜幅が既に50 m未満の箇所も多い当海岸にとっては、

無視できない差であった。今回の検討ではヘッドラ

ンド群が設置されている区域において沿岸漂砂量の

低減を見込まなかったことが、誤差の原因と考えら

れ、汀線変化の将来予測では、沿岸漂砂分布の予測

精度を高めることが重要であることが示唆された。 

６．今後の展開 

本研究で検証した予測手法は、将来の土砂変化量

の精度高い予測方法など課題はあるものの、海岸行

政の担当者による概略検討に活用可能であることが

確認できた。ただし、本研究で考慮した気候変動の

影響は平均海面水位の上昇のみであり、漂砂に影響

する波浪の将来変化については引き続き検討中であ

る。また、九十九里海岸の例のように個別の海岸に

おける将来予測に活用可能な詳細な計算手法につい

ても研究中であり、本稿で紹介した簡易的な方法と

あわせて、海岸管理者等に情報提供していきたいと

考えている。 

☞詳細情報はこちら 

1) 渡邊国広ほか：土木学会論文集B2（海岸工

学）,Vol.76,No.2,pp.I_529-I_534,2020. 
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